大阪府教育委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例の改正（概要）

教育委員会事務局教育総務企画課
■改正の理由

　　地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成二十六年法律第七十六号）が平成27年４月１日に施行されることに伴い、標記条例について、所要の改正を行う。
■改正の内容
①第二条第一項中、「次の表のとおり」を、「日額三万二千円」と改め、表を削る。
　 ②第二条第二項中、「委員長である委員にあっては月額三十万四千円、その他の委員にあっては」及び「ただし、月の途中において報酬の額に異動を生じた場合の支給の額は、八日のうち、まずいずれかその額の高い報酬を支給する日の日数に当該報酬の額を乗じて得た額とし、日数になお残余があるときは、当該額に、その残余の日数にその額の低い報酬の額を乗じて得た額を加えて得た額とする。」を削る。
　　 ③第五条を削り、第六条を第五条とする。
　
■施行期日
　　　規則で定める日

（理由）地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の経過措置として、附則第２条第１項に規定に基づき、現行法の下で任命された教育長は、委員としての任期が満了（辞職、罷免等により欠けた場合を含む）する日までの間は、在職することとなっているため。
■政策アセスメント・制度間調整

　　なし
